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平成 28年度

「栗原市のお金の出所
で ど こ ろ

と使い道」

（栗原市予算概要）

この予算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。

栗原市の花

ニッコウキスゲ

栗原市の木

ヤマボウシ

◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

議会事務局 22-1170 水道課 42-1130 市民サービス課 22-1111

下水道課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局
人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所

財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121

管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126

税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画課 22-1125 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137

　成長戦略室 22-1125 文字診療所 － 栗駒・鶯沢教育センター 45-2225

市政情報課 22-1126 ※文字診療所は休診中です。

市民協働課 22-1164 教育部 高清水総合支所

教育総務課 42-3511 市民サービス課 58-2111

市民生活部 学校教育課 42-3512 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

市民課 22-3211 社会教育課 42-3514

環境課 22-3350 文化財保護課 42-3515 一迫総合支所

　クリーンセンター 52-3080 市民サービス課 52-2111

　くりはら斎苑 22-4121 栗原文化会館 23-1234 一迫・花山保健推進室 52-2130

　衛生センター 33-2301 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山教育センター 52-2115

福祉事務所 22-1340 図書館 21-1403

社会福祉課 22-1340 瀬峰総合支所

　はげまし学園 22-1623 消防本部 市民サービス課 38-2111

介護福祉課 22-1350 総務課 22-1191 瀬峰・高清水教育センター 38-2127

子育て支援課 22-2360 警防課 22-8510

健康推進課 22-0370 予防課 22-1192 鶯沢総合支所

放射能対策室 22-1172 栗原消防署 22-8511 市民サービス課 55-2111

　東分署 32-2621

産業経済部 　北分署 45-2109 金成総合支所

農林振興課 22-1135 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

　６次産業推進室 22-1129 　南出張所 59-2119 萩野出張所 44-2001

畜産園芸課 22-1136

農村整備課 22-1138 会計課 22-1143 志波姫総合支所

田園観光課 22-1151 検査室 22-1160 市民サービス課 25-3111

　ジオパーク推進室 22-1151

　細倉マインパーク 55-3215 選挙管理委員会事務局 22-1122 花山総合支所

産業戦略課 22-1220 市民サービス課 56-2111

農業政策推進室 22-2178 監査委員事務局 42-1120

建設部 農業委員会事務局 42-1239

建設課 22-1152

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。
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市民のみなさま、こんにちは。市長の佐藤　勇です。

栗原市は昨年、合併１０周年を迎え、平成２８年度は、

新しい一歩を踏み出し、「次なる１０年への挑戦」がは

じまります。また、「新たな７つの成長戦略」の４年目、

総仕上げ・目標達成の年となります。予算の特色として、

「子は何物にも優る宝」との思いと、人口増加の要となる子どもと子育て世代を

応援するため、１０年先を見据えて子育て支援に重点を置いた予算を編成いた

しました。

すこやか子育て支援金の支給や幼稚園並びに保育所の２人目以降無料化、任

意予防接種の無料化など、これまでの子育て支援策を継続しながら、更に出生

から１８歳までの医療費の自己負担の無料化、市内全域の幼稚園で、３年保育の

実現と給食の提供を実施することにしました。

また、栗駒山麓ジオパークを活用した事業を推進し、ゆざわジオパークや近

隣市町村との連携を図り、世界ジオパーク認定を視野に、広域観光等に向けた

取り組みを強化してまいります。

さらに、栗原市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げた住環境リフォーム助

成事業や交流人口を増やす施策として市外親子等対象のアグリスクール、アジ

ア圏からのインバウンド事業など、様々な施策に取り組んでまいります。

予算の仕組みや事業内容は、この「栗原市のお金の出所と使い道」をご覧い

ただき、「次なる１０年への挑戦」の取り組みに、ご理解とご協力をお願い申し

上げます。

　　平成２８年４月

 は  じ  め  に 
　国から交付される普通交付税は市にとって重要な財源となっています。この普通交付税は、合併時は町村合
併の特例措置により平成２８年度から平成３３年度までの５年間で段階的に縮減され、経過措置終了後の平成
３３年度からは現在の交付税額から約５０億円減額されると見込んでいました。
　しかし、その後、普通交付税の算定方法が一部改正され、「総合支所にかかる経費」や「消防・清掃費にか
かる経費」の一部が普通交付税の交付額に段階的に算入されて交付されることとなりました。「総合支所にか
かる経費」では、平成２６年度から平成２８年度までの３年間で段階的に算入され、平成２８年度以降では約
１８億８，０００万円の算入を見込んでいます。また、「消防・清掃費にかかる経費」では、平成２７年度か
ら平成２９年度までの３年間で段階的に算入され、平成２９年度以降では約５億２，０００万円の算入を見込
んでいます。
　このことにより、算定方法の見直しによる加算額は約２４億円となり、合併時に見込んでいた平成３３年度
以降の普通交付税の減額は約２６億円になると見込んでいます。
　また、平成２８年度以降にも算定方法の見直しが検討されており、普通交付税の減額については今後も変動
していくと見込んでいます。

5.2億円

Ｈ25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

7.8億円減

13.0億円減

23.4億円減

26.0億円減

○見直しによる増の合計

「消防・清掃費にかかる
 経費」の見直し        

「総合支所にかかる経費」
 の見直し

45億円減

1.7億円
35億円減

12.5億円

6.2億円 14.2億円 22.2億円 24.0億円 24.0億円

10%

18.8億円 18.8億円 18.8億円 18.8億円 18.8億円 18.8億円

30%

3.4億円

5.2億円5.2億円 5.2億円 5.2億円

50%

25億円減

18.2億円減

2.6億円減

5億円減

90%

15億円減

70%

現在交付額 

◎普通交付税の今後の見通し 

合併特例期間 
（H17～H27） 

H28から段階的に減額 
（H28～H32） 

約２６億円減額 
（H33以降） 

◎普通交付税の今後の見通しイメージ図 
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◎交付税の見直しによる算入額見込み《参考》 
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５０億円の減額から 
約２６億円の減額へ 
圧縮 

 
 

50

 

合併時の 
減額見込み 

見直し後の
減額見込み

 

○総合支所にかかる経費の見直し

　見直し期間

　見込み額（A）

H26

H27

H28

H26～H28

約18億8,000万円

約6億2,000万円

約12億5,000万円

約18億8,000万円

○消防・清掃費にかかる経費の見直し

　見直し期間

　見込み額（B）

H27

H28

H29

約3億4,000万円

約5億2,000万円

H27～H29

約5億2,000万円

約1億7,000万円

（180億円） 

（130億円） 

今後の交付税見込み 
１５４億円 

○H29年度以降の算入額

総合支所にかかる見直し 消防・清掃費にかかる見直し
H29年度以降の見直し額

（合計）

見込み額
（A+B）

約18億8,000万円 約5億2,000万円 約24億円

○H28年度からの見直しが見込まれる項目

保健衛生費、社会福祉費、及び高齢者福祉費
にかかる経費

小中学校にかかる経費

税の徴収に要する経費
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平成28年度予算
当初予算

平成27年度予算
当初予算

比　較 伸率（％）
全体の予算額
に占める割合

（％）

４６３億４，０００万円 ４７６億　　　　　　 円 △１２億６，０００万円 △ 2.6 55.3

国民健康保険特別会計 （ 事 業勘 定 ） ９８億１，４００万円 １０２億２，５００万円 △４億１，１００万円 △ 4.0 11.7

介 護 保 険 特 別 会 計 ９４億５，９００万円 ９１億２，８００万円 ３億３，１００万円 3.6 11.3

後期高齢者医療特別会計 ９億４，８００万円 ９億６，７００万円 △１，９００万円 △ 2.0 1.1

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ２９億９，５００万円 ３４億３，４００万円 △４億３，９００万円 △ 12.8 3.6

農 業 集 落 排水 事業 特別 会計 ２億５，１００万円 ２億３，９００万円 １，２００万円 5.0 0.3

合併処理浄化槽事業特別会計 ４億２，９００万円 ４億２，９００万円 ０円 0.0 0.5

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 １５億２，４００万円 １４億８，４００万円 ４，０００万円 2.7 1.8

診 療 所 特 別 会 計 ４億３，０００万円 ３億９，４００万円 ３，６００万円 9.1 0.5

工業団地整備事業特別会計 ４億４，９００万円 １０億８，０００万円 △６億３，１００万円 △ 58.4 0.5

水 道 事 業 会 計 ２３億２，３００万円 ２２億８，４００万円 ３，９００万円 1.7 2.8

病 院 事 業 会 計 ８８億５，５００万円 ８８億　　７００万円 ４，８００万円 0.5 10.6

８３８億１，７００万円 ８６０億７，１００万円 △２２億５，４００万円 △ 2.6 100.0

※水道事業会計、病院事業会計は収益的支出及び資本的支出額を記載しています。

一 般 会 計

事業
会計

合　　　計

会　　計　　区　　分

特
　
別
　
会
　
計

１．予算作成にあたって 
平成２８年度の予算は、本市の目指す「市民が創る くらしたい栗原」の実現に

向けて「もっと前進」するための「新たな７つの成長戦略」の目標達成年度として、

必要な事業を厳選して予算を編成しました。 
新規事業では、築館保育所内における未就学児を対象とした病後児保育の実施や、 

洪水などの水害に対応するための資機材や水防倉庫の整備などを行い、拡充事業で

は、子育て応援医療費助成事業として、中学生までに係る医療費の自己負担分の助

成を、１０月から１８歳までに拡充、市立の全幼稚園及び若柳地区幼稚園での３年

保育の実施と給食の提供、栗駒山麓ジオパーク推進事業に伴うビューポイントやビ

ジターセンターの整備、細倉マインパークリニューアルなどを実施してまいります。 

２．予算の概要 
平成２８年度一般会計の当初予算は、 
４６３億４，０００万円（対前年度２．６％、１２億６，０００万円減) 

国民健康保険や介護保険、簡易水道や下水道、診療所などの 

特別会計の当初予算は、９会計合わせると、 

２６２億９，９００万円（対前年度３．９％、１０億８，１００万円減)

水道事業と病院事業の事業会計の当初予算は、２会計合わせると、

１１１億７，８００万円（対前年度０．８％、８，７００万円増）

すべての会計を合わせると 
８３８億１，７００万円（対前年度２．６％、２２億５，４００万円減）

になります。 

予算をつくる上では、市政の基本的な目標となる、栗原市総合計画の将来像であ

る６つの分野、栗原市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び特別会計・事業会計予

算に分けて組み立てました。 
以下、分野ごとに具体的な予算の内容をご説明します。

平成２８年度栗原市各種会計　予算総括表

－ 1－



◎一般会計歳入歳出の状況

　歳　　入

構成比 構成比 伸率

市 税 ６７億４,３００万円 ６５億９,６５５万円 １億４,６４５万円

地 方 譲 与 税 ４億２,２００万円 ４億３,２００万円 △１,０００万円 △2.3%

利 子 割 交 付 金 ３００万円 １,０００万円 △　７００万円 △70.0%

配 当 割 交 付 金 ２,０００万円 ３００万円 １,７００万円

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １００万円 １００万円

地 方 消 費 税 交 付 金 １３億 　　　　　円 １０億４,８００万円 ２億５,２００万円

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ９,５００万円 ８,０００万円 １,５００万円

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ２７９万円 ４９１万円 △２１２万円 △43.2%

地 方 特 例 交 付 金 １,５００万円 １,４００万円 １００万円

地 方 交 付 税 １９５億９,５５０万円 １９３億１,０００万円 ２億８,５５０万円

普 通 交 付 税 １７９億４,１００万円 １８２億１,０００万円 △２億６,９００万円 △1.5%

特 別 交 付 税 １３億　 　　　　円 １１億　　　　　 円 ２億　　　 　　円

震 災 復 興 特 別 交 付 税 ３億５,４５０万円 ３億５,４５０万円 皆増

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １,０００万円 １,０００万円

分 担 金 及 び 負 担 金 ２億１,０００万円 ２億９,０１１万円 △８,０１１万円 △27.6%

使 用 料 及 び 手 数 料 ６億５,００２万円 ６億３,１２５万円 １,８７７万円

国 庫 支 出 金 ３７億９,２３６万円 ４０億３,４８９万円 △２億４,２５３万円 △6.0%

県 支 出 金 ２４億７,０１８万円 ３１億８,６３２万円 △７億１,６１４万円 △22.5%

財 産 収 入 ９,３０７万円 ７,４２１万円 １,８８６万円

繰 入 金 ４０億５,５９２万円 ３２億８,１２９万円 ７億７,４６３万円

諸 収 入 １１億 　１７６万円 １０億６,４６７万円 ３,７０９万円

市 債 ５７億５,９４０万円 ７５億２,７８０万円 △１７億６,８４０万円 △23.5%

４６３億４,０００万円 ４７６億　　　　　 円 △１２億６,０００万円 △2.6%

　歳　　出（性質別）

構成比 構成比 伸率

人 件 費 ７６億３,２３５万円 ７９億６,２８８万円 △３億３,０５３万円 △4.2%

物 件 費 ７３億４,２５１万円 ７１億　５８６万円 ２億３,６６５万円

維 持 補 修 費 ９億５,６４７万円 ７億７,１９８万円 １億８,４４９万円

扶 助 費 ５１億　 ４３０万円 ５０億１,３１９万円 ９,１１１万円

補 助 費 等 ５７億３,７３９万円 ４７億５,７７６万円 ９億７,９６３万円

普 通 建 設 事 業 費 ７３億３,５６７万円 １１５億２,０３３万円 △４１億８,４６６万円 △36.3%

災 害 復 旧 事 業 費 ２,４００万円 ２,４００万円

公 債 費 ５２億６,０７９万円 ４９億９,４６１万円 ２億６,６１８万円

積 立 金 １０億８,８７３万円 ８,４０８万円 １０億　 ４６５万円

投 資 及 び 出 資 金 ５億７,４９０万円 ５億３,７２７万円 ３,７６３万円

貸 付 金 ４億４,３５０万円 ４億４,３５０万円

繰 出 金 ４７億８,９３９万円 ４３億３,４５４万円 ４億５,４８５万円

予 備 費 ５,０００万円 ５,０００万円

４６３億４,０００万円 ４７６億　　　　　 円 △１２億６,０００万円 △2.6%歳　　出　　合　　計

区　　　　　　分 平成２８年度当初予算 平成２７年度当初予算 比　　　　　　較

歳　　入　　合　　計

区　　　　　　分 平成２８年度当初予算 平成２７年度当初予算 比　　　　　　較
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◎一般会計歳入の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 

（入るお金） 

463億4,000万円 

内  訳 

市   税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただくお金 

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（預金利子や貸付金元利収入など） 

使 用 料 及－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

び 手 数 料 

分 担 金 及－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など）

び 負 担 金 

財 産 収 入－市が所有する財産を貸し付けしたり、売り払いしたことにより生じる収入 

 

自主財源（市が自分の力で得られるお金です） 

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（普通交付税、特別交付税） 

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金 

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など 

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

（地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡

所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金）

地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

利子割交付金 300 万円 

配当割交付金 2,000 万円 

株式等譲渡所得割交付金 100 万円 

地方消費税交付金 13 億円 

自動車取得税交付金 9,500 万円 

ゴルフ場利用税交付金 279 万円 

地方特例交付金 1,500 万円 
交通安全対策特別交付金 1,000 万円 

依存財源 
334 億 8,623 万円 

(72.1％) 

依存財源（国や県の基準に基づいて得られるお金です） 

使用料及び手数料 

6 億 5,002 万円(1.4%) 

分担金及び負担金 

2 億 1,000 万円(0.5%) 

 

諸収入 11 億 176 万円  

(2.4%) 

繰入金 40 億 5,592 万円 

(8.8%) 

地方交付税 

195 億 9,550 万円 

(42.3%) 

 

国庫支出金 

37億9,236万円(8.2%)  

地方譲与税 

4 億 2,200 万円(0.9%) 

県支出金 24 億 7,018 万円(5.3%) 

市債 

57 億 5,940 万円 

(12.4%) 

 

自主財源 
128 億 5,377 万円 

(27.9％) 

その他 14 億 4,679 万円(3.0%) 

 

市税 

67 億 4,300 万円 

       (14.6%) 

 

財産収入 9,307 万円(0.2%) 
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◎一般会計歳出（性質別）の状況 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

維持補修費

9 億 5,647 万円

(2.1%) 

その他 

21億 5,713万円 

(4.6%) 

積立金 10 億 8,873 万円 

投資及び出資金 5 億 7,490 万円 

貸付金 4 億 4,350 万円 

予備費 5,000 万円 

歳 出 

（使うお金） 

463億4,000万円 

内  訳 

人件費 

76 億 3,235 万円 

（16.5%） 

扶助費 

51 億 430 万円 
（11.0%） 

公債費 

52 億 6,079 万円 
（11.4%） 

普通建設事業費 

73 億 3,567 万円 

（15.8%） 災害復旧事業費 2,400 万円
(0.1%) 

物件費 

73 億 4,251 万円 
（15.8%） 

補助費等 

57 億 3,739 万円 

（12.4%） 

その他の経費 

209 億 8,289 万円 

(45.2％) 

投資的経費 

73 億 5,967 万円 

(15.9％) 

義務的経費 

179 億 9,744 万円 

(38.9％) 

物 件 費－委託料、賃金、旅費などの事務的経費

繰 出 金－他の特別会計への繰出などに要する経費

補 助 費 等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

維 持 補 修 費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費 

そ  の  他－

（投資及び出資金）病院、水道事業会計への出資金など 

（貸 付 金）公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

（積 立 金）特定の目的のために設けられた基金などに積立する経費 

（予 備 費）不測の事態が起きた場合に備えた経費 

その他の経費（義務的経費、投資的経費以外の経費です）

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費（道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です）

人 件 費－議員や職員などに支払われる給与などの経費 

扶 助 費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費 

公 債 費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費 

義務的経費（支出が義務付けられている経費です） 

繰出金 

47 億 8,939 万円 
（10.3%） 
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労働費 9,449 万円 (0.2%) 
農林水産業費 30 億 6,920 万円 

(6.6%) 

商工費 24 億 3,544 万円 
(5.3%) 

土木費 
49 億 7,644 万円 

(10.7％) 

公債費  
52 億 6,080 万円 

(11.4％) 

衛生費 
60 億 4,031 万円 

(13.0％) 

民生費 
108 億 8,602 万円 

(23.5％)   

総務費 
60 億 9,770 万円 

(13.2％)  

教育費 
54 億 7,879 万円 

(11.8％) 

◎一般会計歳出（目的別）の状況 

 

 

議会費 3 億 326 万円 
(0.7%)

消防費 
16 億 2,355 万円 

    (3.5%) 

 

【一般会計予算】 

（使うお金） 

463億4,000万円 

内  訳 

災害復旧費 
2,400 万円 

(0.0%) 

議 会 費－議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費－全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、戸籍及

び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に関する経費、

他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費－市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、生活保護

及び災害救助関係の経費

衛 生 費－衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、し尿処

理費などの経費 

労 働 費－失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、畜産振

興、林業振興及び水産業振興などの経費 

商 工 費－商工業振興や観光振興などの経費 

土 木 費－土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費 

消 防 費－災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費 

教 育 費－教育委員会、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費 

災 害 復 旧 費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費 

公 債 費－市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費 

予 備 費－不測の事態が起きた場合に備えての予算措置 

予備費 5,000 万円 
(0.1%)
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